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 制度の概要

2050年カーボンニュートラル実現に向けたトランジション・ファイナンスの普及を目的とし

た補助制度です。トランジション・ボンドやローンでの資金調達に必要な第三者評価費用を

支援することで、企業の脱炭素移行を促進します。

金融庁「ESG評価・データ提供機関に係る行動規範」への賛同機関が対象となり、指定外部

評価機関による中立的な評価体制の構築を通じて、トランジション・ファイナンス市場の健

全な発展を支援する重要な制度です。

 支援内容

□ 一般事業者向け

第三者評価に要する費用を補助

最大500万円 補助率：3/10以内

□ 特定の新規事業者向け

新規参入事業者への手厚い支援

最大500万円 補助率：6/10以内

 対象となる取組

【指定外部評価機関の業務】

【対象経費】

 対象者

 補足事項

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【ESG評価市場の動向】

【段階的参入戦略】

 ESG評価機関の分布

国内ESG評価機関：約20機関が金融庁行動規範に賛同

市場成長率：年平均25％の成長を記録（2021-2024年）

 過去の採択事例の傾向

評価機関タイプ 特徴・強み

金融系 リスク評価・信用分析の専門性

コンサル系 戦略策定・実行支援の総合力

調査・研究系 データ分析・客観的評価の信頼性

認証機関系 第三者認証・監査の豊富な実績

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

指定申請書

事業実施体制書

実績証明書類

経費積算書

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.teitanso.or.jp/tf7/

申請受付 一般財団法人低炭素投資促進機構

※お問い合せは制度詳細ページよりE-mailでお願いいたします。

制度運営 経済産業省 GXグループ 環境金融室

東京都千代田区霞が関1-3-1

トランジション・ファイナンス適合性評価

基本指針との整合性評価業務

第三者評価レポート作成業務

人件費、諸謝金、旅費

消耗品費、印刷製本費、通信運搬費

事務所維持費（借室料、光熱水費等）

会議費及びその他承認経費

指定外部評価機関として十分な体制・実績を有する者

金融庁ESG行動規範への賛同機関

日本語での書類作成が可能な機関

中立的かつ公正な判断ができる実施体制

資金調達者は評価費用の7割（新規事業者は4割）以上を負担

指定評価機関との別途契約締結が必要

ESG専門性の明確化：評価機関としての専門的知見と実績を具体的に示す

中立性の担保：利益相反回避体制と公正な評価プロセスの構築

基本指針への理解：クライメート・トランジション・ファイナンス基本指針の深い

理解



日本語対応能力：申請書類作成から評価業務まで日本語での対応力

急速な市場拡大により評価機関の需要が増加中

金融庁の行動規範により質の向上が求められる

国際基準との整合性が競争力の鍵となる

新規事業者枠を活用した補助率6割での参入

実績構築後の継続受注による事業安定化

他の環境金融制度への横展開による収益多様化

ESG専門コンサル：基本指針への適合性評価体制構築支援

行政書士・弁護士：申請書類作成・法的要件確認

公認会計士：財務・会計面での評価基準策定支援

環境コンサル：技術的評価・科学的根拠の妥当性検証

ESG行動規範への賛同状況を明記

評価機関としての実績・体制を具体的に記述

中立性・公正性を担保する組織体制

利益相反回避のための内部統制

過去のESG評価・認証実績

専門的知見を証明する資料

人件費の算定根拠を詳細記載

間接経費の妥当性を説明

事前準備期間

指定申請書類準備に2～3ヶ月程度。ESG行動規範への賛同手続きも含む。

評価体制構築・人材確保が重要な準備項目。

公募期間

2025年6月13日（金）～2026年1月30日（金）

電子メールによる申請受付。

※専用アドレス：cif@teitanso.or.jp への送付必須

審査期間

2月中旬～3月頃（予定）

指定結果通知

2025年3月頃（指定審査委員会による評価後）

事業開始

2025年4月～事業開始。

事業完了・実績報告は2026年3月末までに必須

https://www.teitanso.or.jp/tf7/

